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研究背景 

金融庁は 2003年から「貯蓄から投資へ」のスローガンの下、国民一人一人が資産形成を行

うことを目標としてきた。しかし、日本の家計資産における株式投資信託の割合は、未だに

14%程度であり、他の先進国と比較して非常に低い水準となっている。このような状況下で、

国内の株式投資の普及を目的とし、金融商品販売会社の効果的な販売戦略を考えた。 

研究目的 

本研究では、リスク選好度の違いをその地域の地域性という観点から測定し（ビックファイ

ブパーソナリティによる測定）、これらが投資額に与える影響を明らかにすることを目的と

している。 

調査・分析方法 

リサーチ会社の協力のもと、年齢や性別についての指定はせず、都道府県ごとのサンプルサ

イズが偏らないように日本国内の 20歳代以上の男女 200人（男性 114人、女性 86人）を対

象に、パーソナリティを測定する質問、回答者の投資額、金融知識などを回答してもらった。 

分析結果 

はじめに、説明変数で取り上げた各パーソナリティの変数は投資額との相関は示されなか

った。そこで、各パーソナリティの変数と金融知識・自信過剰度及び資産額との交差項を含

めたモデルによって再検討した。分析の結果、誠実性＊知識＊資産の変数は投資額と有意に

負の相関を、また協調性＊知識＊資産の変数は投資額と有意に正の相関（5％水準）を有す

ることが示された。また、協調性＊自信過剰度＊金融資産額の変数は投資額と有意に正の相

関を、また誠実性＊自信過剰度＊金融資産額の変数は投資額と有意に負の相関（5％水準）

を有することが示された。 

考察・結論 

金融資産を多く保有している場合でも、誠実性が高く、金融知識が豊富、あるいは自信過剰

度が高い人は、株式投資に消極的であることが明らかとなった。一方で、金融資産を多く保

有している場合で、協調性が高く、金融知識が豊富、あるいは自信過剰度が高い人は、株式

投資に積極的であるということが分かった。最後に、本研究の結果を踏まえ、各パーソナリ

ティ、すなわち地域性の違いを十分に考慮した金融商品の販売戦略、あるいは将来世代への

教育（例えば金融庁が行う学校への出張授業におけるカリキュラム）に関する提案を論じた。 


